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答  申 

 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）７２条の２第３項及び東京都都税条例（昭和２５年東京

都条例第５６号。以下「条例」という。）２５条４項の規定に基づく個人

の行う事業に対する事業税（以下「個人事業税」という。）賦課処分に係

る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申す

る。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分庁」

という。）が、請求人に対し、令和３年１１月１日付けで行った令和

３年度の個人事業税賦課処分（内容は、別紙処分目録記載のとおり。

以下「本件処分」という。）について、その取消しを求めるものであ

る。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不当性

を主張している。  

請求人は、本件会社と本件雇用契約書を取り交わし、営業所長とし

て営業所社員の管理職に従事している。営業所長の職務は、営業所社

員の採用・教育であり、保険募集人としての活動はしていない。  

上記契約書の１．及び同３．によれば、請求人は会社の使用人とし

て営業社員を採用、教育しこれを監督・指導をし、その労務の対価と

して報酬を得るので、請求人と本件会社との契約は雇用契約である。

さらに、本件会社は使用人に対して就業規則を有していることからも

このことがいえる。  

また、雇用契約により使用人が行う行為は、本件会社自身（事業者
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自身）が行う行為となるので、法７２条の２第８項２３号の代理業、

２４号の仲立業にも該当しない。  

さらに、本件外交員業務を、事務提要の判定基準（第３章・第２

節・第２３・２・⑵。後掲第６・２・⑵・イ参照）に当てはめると、

「報酬支払の方法」は４項目のうち２項目がＹ（ＹＥＳ）、「営業所

の所有及び営業費の分担関係」は４項目のうち２項目がＹ（ＹＥＳ）

と、少なくとも１項目は該当しているが、「活動形式と労働時間の拘

束関係」では５項目のすべてがＮ（ＮＯ）であり、これを全項目（１

３項目）でみると、Ｙ（ＹＥＳ）の数（４項目）は過半数に達してお

らず、事務提要の掲げる「代理業」の判定基準を満たしていないか

ら、代理業には該当しない。  

以上のことから、法７２条の２第３項に定める個人の行う事業に該

当しないにもかかわらず、処分庁が請求人に事業税の賦課処分を課し

たことは違法である。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項により、

棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のとおり審議した。  

年  月  日  審議経過  

令和５年１０月  ５日  諮問  

令和５年１２月１１日  審議（第８４回第３部会）  

令和６年  １月１６日  審議（第８５回第３部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。  

１  法令等の定め   

⑴  法４条２項は、道府県は、普通税として、同項各号に掲げるもの

を課するものとし、２号に「事業税」を掲げている。また、法７２

条の２第３項は、個人事業税は、個人の行う第一種事業、第二種事
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業及び第三種事業に対し、所得を課税標準として事務所等所在の道

府県において、その個人に課するものとしている。ただし、同条７

項によれば、これらの各事業を事務所等を設けないで行う場合は、

その事業を行う者の住所又は居所のうちその事業と最も関係の深い

ものをもって、その事務所等とみなして、事業税を課税するとされ

ている。  

法１条２項は、道府県に関する規定は都に準用し、「道府県」、

「道府県知事」等とあるのは「都」、「都知事」等と読み替えると

している。したがって、都は、都の区域内に事務所等を設けて個人

が行う事業に対して、その個人に（事務所等を設けないで個人が行

う事業に対して、その事業を行う者の住所又は居所のうちその事業

と最も関係の深いものが都の区域内にある場合においては、その個

人に）事業税を課することとなる。  

そして、条例２５条４項は、「個人の行う事業に対する事業税

は、個人の行う法第７２条の２第８項から第１０項までに規定する

第一種事業、第二種事業及び第三種事業に対し、所得を課税標準と

して、その個人に課する。」と規定している。  

⑵  法７２条の２第８項は、「第一種事業」として「不動産貸付業」

（同項４号）及び「代理業」（同項２３号）を掲げている。  

⑶  法７２条の４９の１１第１項は、個人事業税の課税標準は、当該

年度の初日の属する年の前年中における個人の事業の所得による旨

を定めている。なお、条例も、同旨の規定を置いている（３８条１

項）。  

上記課税標準の算定方法として、法７２条の４９の１２第１項

は、法７２条の４９の１１第１項の当該年度の初日の属する年の前

年中における個人の事業の所得は、当該個人の当該年度の初日の属

する年の前年中における事業に係る総収入金額から必要な経費を控

除した金額によるものとし、この法律又は政令で特別の定めをする

場合を除くほか、当該年度の初日の属する年の前年中の所得税の課

税標準である所得につき適用される所得税法２６条及び２７条に規

定する不動産所得及び事業所得の計算の例（不動産所得及び事業所

得の金額は、その年中の不動産所得及び事業所得に係る総収入金額

から必要経費を控除した金額とする。）によって算定するとする。  
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また、法７２条の４９の１２第２項は、事業を行う個人（所得税

法２条１項４０号に規定する青色申告書（同法１４３条（青色申

告）の規定により青色の申告書によって提出する確定申告書及び確

定申告書に係る修正申告書）を提出することにつき国の税務官署の

承認を受けている者に限る。）と生計を一にする親族で専ら当該個

人の行う事業に従事するもの（以下「青色事業専従者」という。）

が当該事業から同法５７条２項の書類（青色事業専従者の氏名、そ

の職務の内容及び給与の金額並びにその給与の支給期その他財務省

令で定める事項を記載した書類）に記載されている方法に従いその

記載されている金額の範囲内において給与の支払を受けた場合に

は、同条１項の規定による計算の例によって当該個人の事業の所得

を算定するものとするとしている。そのため、青色事業専従者が支

給を受けた給与の金額でその労務の対価として相当であると認めら

れるものは、当該個人の行う事業の所得の金額の計算上必要経費に

算入することとなる（青色事業専従者控除）。  

⑷  法７２条の４９の１４第１項は、事業を行う個人については、当

該個人の事業の所得の計算上２９０万円を控除すると規定している

（事業主控除）。  

⑸  法７２条の４９の１８は、個人事業税の徴収については、普通徴

収（徴税吏員が納税通知書を当該納税者に交付することによって地

方税を徴収すること。法１条１項７号）の方法によらなければなら

ないと定めている。なお、条例も、同旨の規定を置いている（３９

条の４）。  

そして、法７２条の５０第１項は、個人事業税を賦課する方法と

して、当該個人の当該年度の初日の属する年の前年中の所得税の課

税標準である所得のうち、法７２条の４９の１２第１項においてそ

の計算の例によるものとされる所得税法２６条及び２７条に規定す

る不動産所得及び事業所得について当該個人が税務官署に申告し、

又は税務官署が更生した課税標準を基準として、個人事業税を課す

る旨を定めている。  

また、法７２条の５５第１項によれば、個人事業税の納税義務者

で、法７２条の４９の１２第１項の規定によって計算した個人の事

業の所得の金額が法７２条の４９の１４第１項の規定による控除額
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（事業を行う個人については２９０万円）を超えるものは、道府県

知事に対して、当該事業の所得の計算に必要な事項（青色事業専従

者控除に関する事項を含む。）を申告する義務があるが、法７２条

の５５の２第１項及び２項によれば、前年分の所得税につき所得税

法２条１項３７号の確定申告書を提出した場合には、当該申告書が

提出された日に上記道府県知事に対する申告がされたものとみなさ

れる。なお、この場合、青色申告特別控除の適用を受けた者はその

旨を確定申告書に附記しなければならず、当該附記した事項は、個

人事業税の賦課徴収につき申告を必要とする他の事項に相当するも

ので上記確定申告書により申告されたものとともに、道府県知事に

対して申告されたものとみなす旨定められている（法７２条の５５

の２第２項及び３項）。  

⑹  法７２条の４９の１７第１項１号によれば、個人事業税の額は、

第一種事業を行う個人については、所得に１００分の５の標準税率

によって定めた率を乗じて得た金額とするとされているところ、条

例は、第一種事業を行う個人についての事業税の額は、「所得に１

００分の５の税率を乗じて得た金額」としている（３９条の３第１

号）。  

⑺  法７２条の５１第１項は、個人事業税の納期は、８月及び１１月

中において当該道府県の条例で定めるとしているが、同項ただし書

きにおいて、特別の事情がある場合においては、これと異なる納期

を定めることができる旨を規定している。条例３９条の５は、個人

事業税の納期を、原則として、第１期を８月１日から同月３１日ま

で、第２期を１１月１日から同月３０日までとした上で、特別の事

情がある場合における個人事業税の納期は、納税通知書に定めると

ころによるとしている。   

２  「事業を行う個人」、「不動産貸付業」等に関する総務大臣通知及

び東京都主税局長通達について  

⑴  地方自治法２４５条の４第１項の規定に基づく技術的な助言で  

あ る 「 地 方 税 法 の 施 行 に 関 す る 取 扱 い に つ い て （ 道 府 県 税 関

係）」（平成２２年４月１日付総税都第１６号（全部改正）総務

大臣通知。以下「取扱通知」という。）によれば、事業税の納税

義務者である「事業を行う個人」に当たるか否かの判断基準につ
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いて、事業を行う個人とは、当該事業の収支の結果を自己に帰属

せしめている個人をいうものであるとした上で、他の諸法規にお

いて雇傭者としての取扱いを受けているということのみの理由で

直ちに法上「事業を行う者」に該当しないとはいえず、「その事

業に従事している形態が契約によって明確に規制されているとき

は、雇傭関係の有無はその契約内容における事業の収支の結果が

自己の負担に帰属するかどうかによって判断し、また契約の内容

が上記のごとく明確でないときは、その土地の慣習、慣行等をも

勘案のうえ当該事業の実態に即して判断すること」とされている

（取扱通知第３章・第１節・第１・１の５・⑵）。  

また、取扱通知によれば、不動産貸付業に係る認定に関し、不

動産貸付業とは、継続して、対価の取得を目的として、不動産の

貸付けを行う事業をいうとされ（同・第２・２の１・⑶ )、不動産

貸付業に該当するかどうかの認定は、「所得税の取扱いを参考と

する」が、「アパート、貸間等の一戸建住宅以外の住宅の貸付け

を行っている場合においては居住の用に供するために独立的に区

画された一の部分の数が…１０以上であるものについては、不動

産貸付業と認定すべきものである」とされている（同・ア）。  

⑵  東京都では、個人事業税の課税事務の運営に当たり、「個人事業

税課税事務提要」（平成２４年８月１日付２４主課課第１５３号

東京都主税局長通達。以下「事務提要」という。）を策定してい

る。  

ア  事務提要は、事業税における「事業」の定義について、「事

業とは、一般に営利又は対価の収得を目的として、自己の危険

と計算において独立的に反復継続して行われる経済行為と解さ

れる。しかし、事業の意義については地方税法上特段これを定

義する規定が設けられていないため、ある経済行為が事業に該

当するかどうかの判断は、最終的には法意及び社会通念に照ら

して行うこととなる。」としている（事務提要第３章・第１

節・第１・１・⑴）。  

イ  上記１・⑵のとおり、第一種事業に該当するものとして、法

７２条の２第８項２３号により、「代理業」もこれに含まれる

こととされているところ、事務提要は、代理業は、①一定の商
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人のために（原則として特定の者のために）、②反復継続して

行われ、③取引を代理し、又は媒介する、④独立した事業であ

ると認められることが必要であるとしている（同・第２節・第

２３・１）。  

そして、代理業の認定基準に関して、「個人事業税の代理業

に該当するかは、原則として申告書等の各種資料に基づき認定

を行う」とした上で、「個人事業税にいう代理業は、通常は、

自らが支配、管理することのできる営業所を有し、営業費を支

出し、自己の活動形式と労働時間を決定して、そのなした行為

について手数料を歩合的に受け取っているものであること。身

分的従属関係のみを重視し、実質的に自己の責任において営業

行為とみなし得る収支計算を行っている者に対して課税しない

ことは、課税の均衡を失することとなるため、十分調査を行う

こと」としている。このほか、実態等に疑義が生じる事例につ

いては、判定基準もあわせて精査することで認定を行うものと

す る と し て お り 、 具 体 的 に は 、 「 報 酬 支 払 の 方 法 」 （ ４ 項

目）、「営業所の所有及び営業費の分担関係」（４項目）、

「活動形式と労働時間の拘束関係」（５項目）の判定基準につ

いて、判定の結果、類別毎に、これらに含まれる事項の少なく

とも一が該当する場合であり、かつ、全項目を通じて、Ｙ（Ｙ

ＥＳ）の数が過半数に達する場合、代理業に該当するとしてい

る（同・２・⑴及び⑵）。     

ウ  また、事務提要における留意事項としては、「外交員、外務

員等の名称や名目上の契約にかかわらず、実態として代理業の

定義を満たす場合には代理業に該当する。外交員、外務員等の

課税の可否については、過去に具体的な個々の事例に関して関

係府県と自治省との間に照復が行われ、課税対象外と示された

例があるが、これらの行政実例はいずれも具体的な事例につい

て個別に判定の結果を指示しているに止まり、代理業に該当す

る外交員、外務員等までを課税対象外とする趣旨ではない」と

している（同・３・⑷）。  

エ  さらに、事務提要第３章・第２節・第４・２・⑵において、不

動産の貸付けが不動産貸付業に該当するかどうかの認定は、所得
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税の取扱いを参考とするが、社会通念上事業と称するに至る規

模、賃貸料収入の状況、貸付不動産の管理の状況等を総合勘案し

て判定することとなるとし（同・第４・２）、具体的には、不動

産の貸付規模が次に掲げる基準に該当するものは、不動産貸付業

と認定することとしている。  

①  住宅用不動産の貸付けを行っている場合  

(ｱ) 一戸建住宅以外の住宅（アパート、貸間等）にあって

は、居住の用に供するために独立的に区画された一の部分

の数が１０以上（中略）であるもの。  

（以下略）  

②  住宅用以外の不動産の貸付けを行っている場合  

(ｱ) 独立家屋以外の建物にあっては、貸与することができる

独立的に区画された一の部分の数が１０以上であるもの。  

 （以下略）  

③  前記各種の不動産の貸付けを併せて行っている場合  

 (ｱ) 貸付不動産のうち一の種類の不動産が前記「①」又は

「②」の基準以上であるもの。  

 (ｲ) 「 (ｱ)」以外のもので、前記「①」又は「②」の独立的

に区画された一の部分の数、棟数又は貸付契約件数の合計

が１０以上であるもの。     

３  以上を前提に、本件について、請求人が法７２条の２第８項２３号

に規定する「代理業」を行う「事業を行う個人」であると認めること

ができるか否かについて、以下に検討する。  

⑴  本件申告書類、本件雇用契約書及び個人販売に関する契約書によ

れば、請求人は、令和２年１月１日から同年１２月３１日までの間

において、本件会社との間で締結した営業所長としての雇用契約に

基づいて、本件会社のために、営業社員を採用し、教育しこれを監

督・指導することのほかに、営業所長の個人販売に関する契約に基

づいて、生命保険外交員として、本件会社の定める保険種類の販売

を行い、契約を獲得し、本件会社の業務の維持、管理に関連して、

契約者又は本件会社の必要とする一切のサービス業務（以下「本件

外交員業務」という。）を行っていたものであり、本件外交員業務

の遂行により、本件会社から歩合制により報酬の支払いを受け、こ
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れを、請求人の令和２年における収入のうち、営業等による収入と

して、所得税法１４３条の規定する青色申告の方法を利用して、○

○税務署長に対して申告を行ったことが認められる。  

⑵  本件申告書類によると、請求人は、本件外交員業務により、本件

会社からの報酬として収入（４０，１３７，８０１円）を得る一方

で、事業用の車両を設けることについて、上記収入を得るための経

費として、車両関連費を負担していることが認められる。  

また、旅費交通費２，０５９，４８７円、接待交際費５，００

６，９８９円、広告宣伝費６，８２０円、支払手数料３９５，９５

６円等を負担して、これらを経費として支出しているほか、給料賃

金として１名分１，５００，０００円を本件外交員業務に係る収入

を得ることに伴う経費として支出していることが認められる。  

このほか、請求人の配偶者を青色事業専従者として届け出て、そ

の給与５，４００，０００円を計上していることも認められる。  

そして、上記青色事業専従者の給与以外の各種経費としての支出

の合計額（１５，４５６，６１１円）が、営業等に係る事業収入の

額（４０，１３７，８０１円）に対して約３９パーセントの割合に

相当することを考慮すれば、請求人と本件会社との関係が雇用契約

に基づいているとしても、請求人が本件会社から支給されている報

酬は、請求人が使用人として、本件会社に対し、その空間的、時間

的な拘束の下で継続的ないし断続的に労務又は役務の提供をした結

果、それに応じた対価として本件会社から提供されたものと評価す

ることは困難であり、むしろ、このような収支の結果は、各種経費

を自らの裁量判断のもとに自ら負担することによって、本件外交員

業務を遂行して収入を得る結果をもたらした請求人自身に帰属する

ものとみるべきである。したがって、請求人は自己の危険と計算に

おいて本件外交員業務を行っていると認めるのが相当である。  

本件外交員業務は、歩合制報酬であるというその性質上、営利又

は対価の収得を目的として行われるものであることは明らかである

し、本件青色申告決算書１の「月別売上（収入）金額及び仕入金

額」において、毎月売上の計上があることを確認できるほか、給与

の支払が年間を通して計上されていることから、反復継続して行わ

れる経済行為であるということができる。したがって、本件外交員
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業務は、事務提要のいう「事業」に該当し（上記２・⑵・ア）、請

求人は事業を行う個人であると認められる。  

⑶  「代理業」について  

請求人は、本件確定申告書において自らの職業を「保険外交員」

であると申告するとともに、営業所社員の採用・教育を行い、営業

所員を監督するなど、支社の成功と発展を図るものとしている。こ

のことから、請求人は、請求人が管理・育成を行った営業所所属の

保険募集人が保険契約の代理又は媒介を行い、営業所の発展を図る

ことによって、報酬を得ているということができる。  

また、請求人の報酬は、上記営業所の発展に係る業務及び本件外

交員業務の対価として、歩合制により得ているものと認められる

が、一般に「外交員」とは、「事業主の委託を受け、継続的に事業

主の商品等の購入の勧誘を行い、購入者と事業主との間の売買契約

の締結を媒介する役務を自己の計算において事業主に提供し、その

報酬が商品等の販売高に応じて定められている者」と解されている

（国税不服審判所平成１１年３月１１日裁決・裁決事例集５７集２

０６頁参照）。請求人は、本件確定申告書において自らの職業を

「保険外交員」であると申告し、本件外交員業務の対価として本件

保険会社から継続的に報酬を得ていることから、本件外交員業務

は、特定の者のために反復継続して行われているものということが

できる。  

さらに、保険業法２条２６項は、「保険募集」とは保険契約の締

結の代理又は媒介を行うことをいうと規定しているところ、本件外

交員業務において行われる「保険募集」の具体的内容としては、保

険契約の締結の勧誘、その勧誘を目的とした保険商品の内容説明、

保険契約の申込みの受領及びその他の保険契約の締結の代理又は媒

介といった行為をいうものと解される（金融庁「保険会社向けの総

合的な監督指針」（平成１７年８月１２日策定）Ⅱ－４－２－１・

⑴）。  

保険業法２７５条１項１号によれば、同法２７６条の登録を受け

た特定保険募集人は、その所属保険会社等のために行う保険契約の

締結の代理又は媒介をすることができる。なお、内閣総理大臣は、

同法２７９条１項又は３項の規定により登録を拒否する場合を除き、
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同法２７６条の登録の申請があった場合には直ちに登録しなければ

ならないものとされている（同法２７８条１項）。  

請求人については保険業法２７６条の登録がされており、請求人

は、同法２７５条１項１号により、生命保険募集人として、本件会

社のために保険契約の締結の代理又は媒介を行っているものである

と認められる。  

このことを事務提要に照らすと、請求人は、本件外交員業務につ

いて、①一定の商人のために（原則として特定の者のために）、②

反復継続して、③取引を代理し、又は媒介する者であるということ

ができる。さらに、その業務遂行の態様は、④独立した事業である

と認められることは上記⑵のとおりであるから、本件外交員業務は、

事務提要が掲げる代理業としての要件（上記２・⑵・イ）を充足し

ているということができる。  

以上のことから、請求人が生命保険外交員として行う本件外交員

業務は、個人事業税の課税対象である第一種事業（法７２条の２第

３項）である「代理業」（同条８項２３号）に当たるものと認めら

れる。  

４  なお、本件審査請求においては、法７２条の２第８項４号の「不動

産貸付業」の業種認定は争われていないが、本件各不動産は合計１０

部屋以上の貸付区画を有するものであるから、請求人は「不動産貸付

業」を行っているということができる。  

５  次に、本件処分における税額について、その算定が適正か否かを検

証する。  

上記３により、請求人は、個人事業税の納税義務者であると認めら

れるところ、令和２年における請求人の事業の所得の金額は事業主控

除の額２９０万円を超過しているから、当該事業の所得の計算に必要

な事項を申告する義務を負うものであるが、同年の所得につき○○税

務署長に対し本件申告書類の提出がなされているため、個人事業税に

ついても申告があり、青色事業専従者に支給した給与の総額、青色申

告特別控除の適用を受けた旨についても申告がなされたものとみなさ

れる（上記１・⑸）。  

そこで、本件申告書類に基づき、令和３年度分の個人事業税の課税

標準を算定すると、○○税務署長に申告された請求人の令和２年の事
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業所得及び不動産所得の額は、１６，４９８，８７５円（事業所得１

８，６３１，１９０円と不動産所得－２，１３２，３１５円との合計

額）であるところ、この金額は、国税に固有の青色申告特別控除（租

税特別措置法２５条の２第３項１号）を適用した後の金額であるた

め、同控除額として計上された６５０，０００円については、個人事

業税の課税対象とする所得の計算上は上記申告に係る事業所得の額に

これを加算し、そこから個人事業税における事業主控除の額２，９０

０，０００円（法７２条の４９の１４第１項）を減じて得た１４，２

４８，０００円（法２０条の４の２第１項の規定により、千円未満の

端数金額は切り捨てる。）が課税標準額となる（上記１・⑶ないし

⑸）。  

そして、代理業及び不動産貸付業は第一種事業であるから（上記

１・⑵）、上記により求めた課税標準額１４，２４８，０００円に、

第一種事業について東京都において課する個人事業税の税率１００分

の５（法７２条の４９の１７第１項１号及び条例３９条の３第１号）

を乗じた額７１２，４００円（法２０条の４の２第３項の規定によ

り、地方税の確定金額における百円未満の端数を切り捨てる。）が、

請求人に賦課すべき令和３年度の個人事業税の税額となる（上記１・

⑹）。  

本件処分における税額７１２，４００円（別紙処分目録参照）は、

これに一致しており、違算は認められない。  

６  以上のとおり、本件処分は、請求人に対して、請求人が令和２年に

おいて行った第一種事業である代理業及び不動産貸付業について、法

令等の定めに基づき個人事業税を課し、かつ適正な課税標準を基礎と

して税額を算定したものであるから、違法又は不当な点を認めること

はできない。  

７  請求人の主張について  

請求人は、上記第３のとおり、請求人は本件会社との間で雇用契約

を締結しており、個人の事業ではないから、個人事業税を課されるも

のではないと主張するとともに、本件雇用契約書を本件会社と取り交

わし、営業所長として営業所社員の管理職に従事しており、保険募集

人としての活動は行っておらず、「代理業」にも「仲立業」にも該当

しない旨を主張している。  
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個人事業税の課税要件の検討においては、上記のとおり、他の諸法

規において雇用者として取扱いを受けていることのみの理由で直ちに

事業を行う者に該当しないと判断すべきではないこと（取扱通知第３

章・第１節・第１・１の５・⑵。上記２・⑴）、身分的従属関係のみ

を重視すべきではなく、実質的に自己の責任において営業行為とみな

しうる収支計算を行っているかどうかについて十分調査をすべきこと

（事務提要第３章・第２節・第２３・２・⑴。上記２・⑵）が求めら

れている。  

そして、これらのことを踏まえた上で検討した結果、請求人は独立

して事業を行っている個人と認めることが相当であることは、上記３

に述べたとおりである。すなわち、営業収入を得るために多額の経費

を自ら負担していることからすれば、本件外交員業務については、本

件会社との間に雇用契約上の一定の従属関係があるといえるものの、

営業の相手方や営業の方法の選択等その他実際の営業活動について

は、主として本件会社の指揮命令に従いその拘束の下に遂行するとい

うことはできず、むしろ、当該営業活動は、いかなる経費を投入して

売上を得るのか等について、請求人の裁量により、その危険と計算に

おいて行われており、収支の結果は請求人に帰属するものと認められ

るべきである。請求人と本件会社の間で雇用契約が締結されているこ

とは、請求人が保険外交員として「代理業」を行っているという上記

認定の妨げにはならない。  

また、請求人の主張によれば、請求人は営業所社員の採用・教育を

行い、営業所員を監督しているとのことであるが、本件雇用契約書に

よれば、営業所長は、営業社員を採用し、教育しこれを監督・指導し

て、営業所運営に関する業務を行うのであるから、営業社員の保険募

集業務について監督・指導等を行い、保険募集業務の結果を自己に帰

属せしめているということができる。さらに、個人販売に関する契約

書によれば、営業所長自らも保険の販売を行い契約を獲得することが

業務とされているのであるから、請求人のかかる主張は、請求人が保

険外交員として「代理業」を行っているとする上記認定の妨げにはな

らないというべきである。  

このほか、請求人は、本件外交員業務を事務提要に掲げられている

判定基準（第３章・第２節・第２３・２・⑵）に当てはめ、その結果
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をもとに、本件外交員業務が「代理業」に該当しないとも主張してい

る。しかし、個人事業税の代理業に該当するか否かの判断は、原則と

して申告書等の各種資料に基づき行われるものであるところ、請求人

が事業を行う個人であり、本件外交員業務が代理業として個人事業税

の賦課対象となることは上記３のとおりであり、判定基準の結果を精

査しなければならないような、「実態等に疑義が生じる事例」である

とは認められないから、請求人の主張は採用することができない。  

８  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

羽根一成、加々美光子、青木淳一  

 

別紙（略）  

 

 


